学校給食等調理業務委託仕様書
長野県飯田養護学校

　
長野県飯田養護学校における学校給食等調理業務の実施にあたっては、この仕様書の定めるところにより行うものとする。

　なお、この仕様書は業務を実施するための大要を示すものであり、その性質上記載のない事項でも自然付帯の業務は、委託契約金額の範囲内で実施すること。

また、業務の特質から学校給食法、食品衛生法、労働基準法、労働安全衛生法等の関係法令を遵守するとともに、学校給食の目的を十分に認識して誠実に委託業務を遂行すること。

　

１　業務の目的

学校給食は、教育活動の一環として提供されるものであり、「生きた教材」として活用することにより、成長期にある児童生徒の健康の保持増進と体位の向上、日常生活における食事の正しい理解と望ましい食習慣を形成すること及び食料の生産、流通、消費等についての理解を図ることを目的とする。

２　業務の名称
　　　長野県飯田養護学校給食等調理業務委託　

３　業務期間

　　　令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで

４　業務場所

　　　長野県下伊那郡喬木村１３９６－２　長野県飯田養護学校
５　業務概要

　（１）業務内容

　　　　業務内容は下記アからサまでの作業とし、詳細については、「給食調理作業仕様書」（別添１）、「寄宿舎食調理作業仕様書」（別添２）及び「調理作業基準」（別添３）に基づくものとする。
なお、長野県飯田養護学校（以下「学校」という。）と受託者との業務分担は、「業務分担区分」（別紙１）のとおりとする。
ア　学校給食調理及び寄宿舎食調理

イ　仕込みから盛付けまでの調理業務

ウ　配膳、運搬、下膳、洗浄、残食の処理等の業務

エ　使用機器等の消毒、保管、保守点検、衛生管理業務

オ　食品及び従事者、施設の衛生管理業務

カ　給食業務に伴う事務

キ　給食及び寄宿舎食のない日における厨房の清掃、消毒（害虫駆除を含む）、点検、整理整頓

　　　 ク　児童・生徒と一緒の喫食
　　　 ケ　食器返却の立会い、声がけや手伝い

　　　 コ　保健所等で行われる研修への参加

サ　その他調理業務全般に付帯する業務 
（２）予定食数及び日数

　　　「令和４年度学校給食等実施予定」（別紙２）のとおり。

　　　　なお、学校給食実施日数・寄宿舎食実施日数及び食数等については、契約日における予定数のため変更になることがある。

（３）食種

　　　　 普通食
特別食（アレルギー食・再調理食等の個別対応食）
　（４）配膳方法

各クラス：食缶、バット、ボール、鍋等を使用し、一括配膳する。
個別盛り付け：アレルギー食、再調理食、外来者食等は個別盛りをし、アレルギー食・再調理食等の個別対応食は名前を明記する。
（５）食事提供開始時間

朝食：　７時３０分

給食：１１時２０分から１１時５０分（部毎に異なる。）
夕食：１７時３０分
（６）行事食、郷土食、セレクト食等の特別献立
月２～３回程度実施
（７）委託業務の指示

　　　　委託業務は学校の指示により行うものとし、指示方法は次のとおりとする。

	内　　　　容
	指示方法
	様　式
	指示日

	翌月の予定献立表（給食だより）
＜普通食＞
○１週間分の献立及び食数の１食ごとの指示

○１食ごとの献立についての最終指示
○食数の最終指示

＜特別食＞
○１週間分の特別食の食数表

○アレルギー食

アレルギー食の調理・盛り付けの指示
　　　アレルギー食の調理・盛り付けの最終指示

　○病態食
病態食の調理・盛り付けの指示

病態食の調理・盛り付けの最終指示

○再調理食
形態別の調理、盛り付けの最終指示

形態別の調理、盛り付けの最終指示

○個別盛り付け

個別盛り付けの指示

個別盛り付けの最終指示
	予定献立表（給食だより）
調理業務指示書

（予定実施献立表）
食数表

前日のミーティング
食数表上書き・口頭指示
食数表
アレルギー食指示書
調理業務指示書

前日のミーティング
病態食・再調理食指示書

前日のミーティング
病態食・再調理食指示書

前日のミーティング
食数表
前日のミーティング
	任意
様式１
様式２
様式２
様式３
様式１
様式４
様式４
様式２
	前月末
前週末

前週末

前　日
当日まで
前週末
年度初め

前週末

前　日

年度初め
前　日

年度初め

前　日

前週末

前　日


６　経費の負担

　　　経費等の負担区分は、「経費負担区分」（別紙３）のとおりとする。
７　作業場所及び使用施設、設備器具
（1） 作業場所

長野県飯田養護学校　厨房施設
（2） 施設、設備器具
「厨房配置図」（別紙４）、「厨房設備器具一覧」（別紙５）のとおり
（3） 学校が備える施設及び設備器具の使用は、有償とする。ただし、受託者については、その
納付は免除する。
なお、施設及び設備器具の使用にあたっては、別途、学校と受託者との間で貸付契約を締結するものとする。
（4） 使用及び管理

ア　受託者は、業務の履行にあたり、事前に施設及び設備器具を点検し、業務に支障をきたすと判断される事項を発見した場合は、直ちに委託者へ報告し、その指示に従うこと。

イ　受託者の責に帰すべき事由により施設及び設備器具を破損した場合は、その損害を賠償しなければならない。

ウ　施設及び設備器具は常に清掃を行い、清潔を保持するとともに、厨房内の衛生管理及び整理整頓に努めなければならない。
また、適正に使用し、常に保守点検を行わなければならない。

エ　受託者は、専門業者による厨房内の害虫等駆除を月１回以上実施すること。
８　業務従事者の確保、配置

（１）業務従事者（人数、資格保有者、資質等）の確保については、アレルギー対応食や咀嚼、嚥下の困難な児童生徒の再調理食など、学校の業務内容の特殊性に十分配慮した適正な人員を配置し、安全で良質な給食が確保され、円滑かつ適切に業務が行われるようにしなければならない。

（２）業務従事者の配置にあたっては、特定給食施設調理業務の経験者など、給食業務及び食品衛生等についての豊富な知識及び技術を有する者に配慮すること。

また、従事者を変更するときは、事前に学校へ通知すること。

９　受託者の責務

（1） 履行上の注意

ア　業務の適正かつ円滑な履行のため、従事者の教育研修に必要な標準作業書を常備し、定
期的に反復、継続した教育を行い、従事者の資質及び技術の向上に努めなければならない。

イ　受託者の原因により、業務の停止、遅延、又は業務内容等の質の低下をきたしてはならない。

ウ　手洗い、食品の取扱い等の衛生管理については、食品衛生法及び学校給食衛生管理基準等
に基づいて適正に行い、食中毒や異物混入等の事故を防がなくてはならない。

エ　災害時等においても円滑な食事の提供ができるよう努めなければならない。

オ　火気の取締りには十分注意し、施設の防災管理については学校の指示に従わなければな
らない。

（2） 守秘義務

受託者の職員（従事者を含む。）は、業務上知り得た情報を第三者にもらしてはならない。これは、契約の解除及び期間終了後においても同様とする。

（3） 信用失墜行為の禁止

委託者（長野県及び学校）の信用を失墜するような行為をしてはならない。

（4） 受託管理責任者（学校担当者）の選任等

ア　受託者は、受託業務を円滑に履行するため給食業務等に関し相当な知識を有する者１名　を受託管理責任者として選任すること。
    受託管理責任者は、月に１回以上は現場巡回を行い、緊急事態や従事者の欠員について　迅速に対応しなければならない。また、受託管理責任者は委託者と綿密に連絡をとり、業務の円滑な執行について努めなければならない。
イ　受託管理責任者の業務

(1) 業務従事者の適正配置及び教育指導（欠員補充要員の育成、配置を含む。）

(2) 作業現場における迅速な欠員補充

(3) 現場の総括（従事者の管理含む。）

(4) 業務計画書等の作成及び協議（移行準備期間含む。）

(5) 委託者との連絡調整等
（5） 業務責任者の配置等
ア　受託者は、業務の実施に当たり業務従事者の中から給食業務等に関し相当な知識及び経験を有する者を、学校における業務責任者として、正責任者１名、副責任者２名（普通食責任者１名、特別食責任者１名）を配置すること。

イ  業務責任者は、受託管理責任者の指示のもとに業務従事者を指揮し、前項イの(ｳ)～(ｵ)

の業務を分掌する。

ウ　業務責任者は、作業現場において欠勤、病欠等が生じた場合は、直ちに受託管理責任者及
び学校に報告し、業務に影響がでないよう迅速な対応を行うものとする。

　　　エ  業務責任者は、作業現場において常に学校との連絡調整が行える状態を、学校の勤務時間
において保持されているものであること。
（6） 食品衛生責任者の選任

受託者は、作業現場における食品、施設及び従事者の衛生管理を行う者を食品衛生責任者
として１名選任すること。
なお、（５）の業務責任者と兼任させることができるものとする。

（7） 業務従事者の管理

ア　業務従事者に対し、業務を行うに適した統一された服装を着用させなければならない。
なお、これに係る経費は受託者の負担とする。

イ　学校の管理運営に混乱、支障の生ずることのないよう業務従事者に対して必要な研修教育

を実施し、円滑な業務を確保すること。
ウ　労働安全衛生法、食品衛生法及び学校給食衛生管理基準に基づき、業務従事者の定期健
康診断及び検便検査（腸管出血性大腸菌を含む。）を実施するとともに、常に業務従事者の健康に留意し、異常のある者を業務に従事させないこと。

（8） 提出書類等

委託業務の実施にあたり、次の書類を提出して学校の承認を得るものとする。
なお、報告書等の作成費用は受託者の負担とする。

ア　受託者が独自に作成したＨＡＣＣＰ方式に準じた大量調理施設衛生管理マニュアル
イ　受託管理責任者及び業務責任者届

　　　　   次の書類を添付すること。
(ｱ)　略歴書

(ｲ)　受託者の発行する身分証明書

(ｳ)　健康診断結果報告書（検便検査結果報告書を含む。）

ウ　業務従事者名簿
　　　　　 名簿一覧表及び個表（イに掲げる書類）とする。

           業務従事者に変更のあった場合は、名簿一覧表に変更者の個表を添えて速やかに提出すること。
エ　業務予定表
翌月分を前月２５日までに提出すること。
 なお、その他学校が依頼した書類がある場合には、合わせて提出すること。
オ　緊急非常時連絡体制表

対象職員が変更になった際は、速やかに変更した連絡体制表を提出すること。

カ　業務完了報告書

業務完了後、速やかに書類をとりまとめ、（ア）～（ウ）は翌日まで、（エ）～（ク）は、翌月５日までに提出すること。

(1) 調理業務完了確認簿（業務日誌）（様式５）
(2) 作業工程表及び作業動線図
(3) 衛生管理チェックリスト（日常点検票）（様式６）

(4) 保存食記録簿（様式７）

(5) 食品の品質管理表（様式８）

(6) （個人）健康管理チェックカード

(7) 微生物検査成績票（簡易検査も含む。）、食器残留検査成績票

(8) 腸内細菌検査成績表（検便検査結果）
(９)　業務の引継ぎ

　　　　受託者は、契約締結後、次の事項に留意し、調理業務の準備・研修を行い、調理業務に万全な体制を整えなければならない。

　　　ア　業務引継ぎ予定表（計画表）の提出

　　　　  　受託者は、契約締結後速やかに、業務開始までの間に講ずる具体的な事項について詳細な予定表（計画表）を委託者の定める日までに提出すること。
イ　現場引継ぎ

　　　　 　 受託者は、業務引継ぎ期間中に、受託者の受託管理責任者（予定者）は２日以上、業務責任者（予定者）は５日以上、現場引継ぎを行わせること。

　    ウ　調理業務従事者への研修

　　　　　 受託者は、業務開始前に、全ての調理業務従事者に対し、調理技術研修、衛生管理研修、仕様書の内容について理解を深める研修等、必要な研修を行うこと。

　    エ　試作（試食会）の実施

　　　　 　受託者は、業務開始前に、委託者と協議の上、配置予定の調理業務従事者による試作（試食会）を仕様書の手順に基づき実施すること。

　    オ　保健所への営業許可申請

　　　　 　保健所への食品衛生法による営業許可申請等については受託者において受託者の負担により行うこと。
      カ　次の受託者への引継ぎ

　　　　 　受託者は契約期間の満了等により、受託者が変更となった場合には、新たな受託者による調理業務が円滑に行われるよう引継ぎに協力すること。
 (10)　損害予防措置

委託業務の実施にあたっては、学校及び施設並びに第三者に損害を与えないようにしなければならない。なお、故意、過失により損害をもたらした場合はその賠償の責を負わなければならない。

（11） 調査報告及び改善義務
　　　  委託者は、委託業務に関して調査し、必要ある時は改善を求めることができるものとする。この場合、受託者は直ちにこれに応じ、その結果を報告しなければならない。

(12)　代行保証
　　　　　受託者は、労働争議その他の事情により、一時的に受託業務の遂行が困難となった場合の危険を担保するため、受託者の責任として代行保証制度への加入又は業務を代行できる能力が担保されている体制を整備すること。

10　事故対策

（１）緊急対策

　　  ア　学校側の事情、理由で給食を取りやめる、または食数・時間等変更が生じる場合は、履行内容の変更として再指示する。

イ　業務従事者の急な病気等、受託者の突発した事情、理由で給食実施に変更が生じた時は、
受託者の責任において、直ちに通常の給食が実施できる代替策を講じること。
ウ　大規模災害発生時においては、委託者の指示によること。

（２）事故対策

　　　　万一、給食実施による事故、食中毒、その他非常事態が発生した場合は、受託者（業務責任
者）は直ちに学校へ報告すること。
11　給食業務連絡会

　　　受託者は、別に定める「給食業務連絡会設置規程」により受託管理責任者及び業務責任者を
会議に出席させなければならない。
12　疑義の解決

本仕様書の解釈等について疑義が生じた場合、又は定めのない事項等については、協議のうえ
決定する。
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